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2はじめに

◼ 需給調整市場において、2024年度から全商品の取引が開始されたものの、応札不足が顕在化している状況。

◼ 上記を受け、全取引会員に対してアンケートを実施し、第47回本小委員会（2024年5月15日）において、
アンケート結果を踏まえた応札不足の対応の方向性についてお示ししたところ。

◼ 今回、アンケートで明らかになった応札障壁のうち、「複数ユニットの持ち下げ供出リスク」について、技術的検討
（アセスメントの緩和検討）を行ったため、ご議論いただきたい。



3（参考） 需給調整市場における検討課題について

出所）第48回需給調整市場検討小委員会（2024年6月26日）参考資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_48_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_48_haifu.html


4（参考） 応札不足対応の方向性

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


5（参考） 応札障壁と調整力供出ポテンシャル

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


6複数ユニットの持ち下げ供出リスクについて

◼ 「複数ユニットの持ち下げ供出リスク」については、第46回本小委員会（2024年3月26日）でご紹介した意見の
一つであり、安定供給上は複数の（複合商品に応札可能な）ユニットを持ち下げてΔkWを供出・応札する方法が
望ましいものの、現行制度上では、調整力提供者にとってインセンティブがないというものである。

◼ 具体的には、複数ユニットを持ち下げてΔkW供出する方法と、単一ユニットを同量だけ持ち下げてΔkW供出する
方法を比較したとき、両者の金銭的インセンティブは同一である一方、前者はアセスメント対象となる電源が増加し、
かつアセスメント許容範囲が狭くなることでペナルティリスクが増加することになるというご意見である。

◼ 上記のご意見を踏まえると、本質的にはペナルティリスクの緩和（技術的検討）および金銭的インセンティブの増加
（金銭等調整）両方の実現等によって初めて本応札障壁が下がると考えられるところ、本小委員会においては
ペナルティリスクの緩和（技術的検討）について検討を行う。

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html
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9需給調整市場におけるアセスメントについて（１／３）

◼ 複数ユニットの持ち下げ供出におけるペナルティリスクの緩和検討の前段として、まずは現行の需給調整市場における
アセスメントおよびペナルティに関する過去整理について振り返りを行う。

◼ 需給調整市場においては、リクワイアメント（ΔkWが落札された際に果たす必要がある義務）を、市場参加者が
果たせるかどうかを事前に確認（事前審査）し、また、ΔkWが落札された際には、リクワイアメントを果たせたかどうか
をアセスメント（事後確認）する必要がある。

◼ この点、第9回本小委員会（2019年3月5日）において、需給調整市場の2つのリクワイアメントおよびアセスメント
（アセスメントⅠ、アセスメントⅡ）について、下表のとおり整理を行った。

出所）第9回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html


10需給調整市場におけるアセスメントについて（２／３）

◼ アセスメントⅠはΔkW落札量を供出可能な状態に維持していたかどうかを確認する行為であり、発電機の場合は、
発電可能上限値とGC時点の発電計画値の差分がΔkW落札量※を上回っているかを確認することとなる。

◼ 他方で、DSR等の場合は、アグリゲータ単位で設定した基準値と落札量を比較し、ΔkW落札量※が供出可能量の
内数にあることを確認することとなる。

出所）第10回需給調整市場検討小委員会（2019年3月28日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_10_haifu.html

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

＜単一商品のアセスメントⅠの実施方法＞ ＜複合商品のアセスメントⅠの実施方法＞

※ 複合商品の場合は応札可能量が最も大きな商品のΔkW落札量

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_10_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


11需給調整市場におけるアセスメントについて（３／３）

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

◼ アセスメントⅡは一般送配電事業者の指令に従い、商品の要件を満たした応動を行ったかを確認するものであり、
商品毎に具体的なアセスメントⅡ方法について整理を行っている。

◼ 例えば三次①（単一商品）であれば、”指令値から落札されたΔkWの±10%”をアセスメント許容範囲とした上で、
「実出力（あるいは需要実績）と基準の差を確認し、許容範囲への滞在率が90%以上であれば、アセスメントⅡ
に適合」と評価されると整理を行った。

◼ 他方、複合商品であれば、”一体的な指令信号に対して単一商品で整理した許容範囲および一次のΔkW落札量
を足し合わせた範囲”をアセスメント許容範囲としたうえで、 「実出力（あるいは需要実績）と基準の差を確認し、
許容範囲への滞在率が90%以上であれば、アセスメントⅡに適合」と評価されると整理を行った。

出所）第17回需給調整市場検討小委員会（2020年6月12日）資料2-3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html

＜三次①（単一商品）のアセスメントⅡの実施方法＞ ＜複合商品のアセスメントⅡの実施方法＞

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html


12（参考） 複合商品におけるアセスメントⅡの許容範囲の設定方法について

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


13需給調整市場におけるペナルティについて（１／２）

◼ また、需給調整市場におけるペナルティについては、大きく「金銭的ペナルティ」「契約不履行ペナルティ」の2つに分けて
これまで整理を行ってきたところ。

◼ まず、金銭的ペナルティについては、前述のアセスメントⅠおよびアセスメントⅡに紐づく形で整理を行っている。

➢ アセスメントⅠ不適合の場合：不適合度合いに応じて段階的にペナルティが発生（最大強度は1.5倍※ ）

➢ アセスメントⅡ不適合の場合：不適合時に1.0倍のペナルティが発生（不適合度合いは無関係）

◼ なお、最終的なペナルティ額は上記のペナルティ額のいずれか大きい方を採用。

※1.5倍の強度のペナルティは、調整力提供者が需給調整市場への供出対価を受け取れず、
さらにΔkW落札価格の0.5倍を一般送配電事業者に支払うことを意味する。

出所）第11回需給調整市場検討小委員会（2019年4月25日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html

市場参加インセンティブ増加等の観点からペナルティ強度を1.5⇒1.0倍に見直し済み

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html


14（参考） 金銭的ペナルティの緩和

◼ 第36回本小委員会（2023年3月2日）において、調整力提供者の市場参加インセンティブ増加等の観点から、
アセスメントⅡに関するペナルティ強度を1.5倍から1.0倍に見直した。

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html


15需給調整市場におけるペナルティについて（２／２）

◼ 契約不履行ペナルティについても、前述のアセスメントⅠおよびアセスメントⅡに紐づく形で以下のとおり整理を行った。
（全商品共通）

➢ アセスメントⅠ不適合の場合の契約不履行ペナルティ

✓ 市場運営者は取引会員に対して是正勧告ならびに国への報告を行うことができる※

✓ 上記による改善が見られない場合、市場運営者は取引会員新規の取引を停止し、除名することができる※

➢ アセスメントⅡ不適合の場合の契約不履行ペナルティ

✓ 市場運営者は取引会員に対して是正勧告ならびに国への報告を行うことができる※

✓ 同一リソース・同一商品について、月あたり3回以上の不適合が発生した場合（一次については異常時の
アセスメント不適合が1回以上）、市場運営者は当該リソースの新規取引を停止することができる※

✓ 上記の取引停止処分となったリソースについては、再度事前審査を実施し、市場運営者が条件を満たすと
判断しない限り解除されない

出所）電力需給調整力取引所HP 取引規程（2024年4月1日実施）をもとに作成
https://www.eprx.or.jp/outline/announcement.html

※ アセスメント不適合が想定外の事故やシステムトラブル等によるものであり、それを市場運営者が認める場合は対象外。

https://www.eprx.or.jp/outline/announcement.html
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17アセスメントに関する課題（１／３）

◼ 第46回本小委員会における調整力提供者ヒアリングにおいて、「複数ユニットの持ち下げ供出は（単一ユニットの
持ち下げ供出と比較して）アセスメント対象となる電源が増加し、アセスメント許容範囲が狭くなることで、ペナルティ
リスクが増加するため経済合理的でない」といったご意見を頂いた。

◼ 上記のご意見を踏まえると、調整力提供者が経済合理的な行動を取った場合、ペナルティリスク（≒アセスメント
不適合となるリスク）を回避する行動を取ることとなるため、結果として、応動が速い商品（一次・二次①）に応札
可能な複数機能を持つリソースを、現状十分に活用できていない状況になっていると考えられる。

◼ この点、頂いたご意見をもとにアセスメントに関する課題（問題構造）を正しく把握するため、まずはアセスメント許容
範囲が狭くなる事象について確認を行った。

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html


18アセスメントに関する課題（２／３）

◼ 例えば、単一商品のアセスメント許容範囲は、一次を除き落札ΔkWの±10%であることから、仮に落札量が1/3と
なった場合、アセスメント許容範囲もおよそ1/3に狭まることとなる。

◼ また、複合商品のアセスメント許容範囲についても、「単一商品で整理した許容範囲および一次のΔkW落札量を
足し合わせた範囲」と整理を行っているため、仮に複合商品における落札量が1/3（商品内訳も含め全て1/3）と
なった場合、アセスメント許容範囲は1/3に狭まることとなる※。

◼ 上記を踏まえると、定格100のリソースにおいてΔkWを30落札したケースと、ΔkWを10落札したケースのアセスメント
許容範囲のイメージは下図の通りとなり、同一の指令値に対して同一の応動をした場合であっても、ΔkWを10落札
したケースではアセスメント許容範囲を逸脱する可能性が高まることとなる。

◼ この点が調整力提供者によって示唆された、ΔkW落札量が小さいことによるペナルティリスクと考えられるところ。

出力値

時間

＜ΔkWを30落札したケース＞

50

定格：100

53

47

指令値
応動実績
許容範囲

出力値

時間

＜ΔkWを10落札したケース＞

50

定格：100

51

49

指令値
応動実績
許容範囲

アセスメント適合 アセスメント不適合

※ 実際には複合商品全体の落札量が小さくなっても 内訳の落札量が小さくならないことにより、落札量とアセスメント許容範囲が比例しないこともあり得る。



19

EDC応動時間 LFC応動時間
（遅れ時間は未考慮）

（参考） 複合商品におけるアセスメント許容範囲について

◼ 定格出力が100（発電計画は40）の複合応札が可能な電源において、以下２ケース（落札量の差は3倍）を
想定し、同一指令を受けた場合の許容範囲への影響度を確かめた。

➢ ケース１：ΔkWを60（一次：5、二次①：10、三次①：60）落札したケース

➢ ケース２：ΔkWを20（一次：5、二次①：10、三次①：20）落札したケース

◼ 指令値に変化がない場合、ケース１の許容範囲は24（指令値を中心に±12）であるのに対して、ケース2の許容
範囲は16（指令値を中心に±8）であることから、ケース2の許容範囲はケース1のおよそ2/3となる結果であった。
（複合商品においては、一次のΔkW落札量が許容範囲に棒足しとなるため、落札量と許容範囲は比例しない）

出力値

時間

LFC指令
（50⇒60）

EDC指令
（40⇒50）

45

50

55

60

65

定格
100

40

70

30

35

出力値

時間

定格
100

＜ケース１：ΔkWを60落札＞ ＜ケース２：ΔkWを20落札＞

EDC応動時間 LFC応動時間
（遅れ時間は未考慮）

許
容
範
囲(
24)

許
容
範
囲(

16)

応動実績
GF許容範囲
LFC許容範囲
EDC許容範囲

応動実績
GF許容範囲
LFC許容範囲
EDC許容範囲

20
10
5

60

10
5

三次①落札量

二次①落札量

一次落札量

凡例

45

50

55

60

65

40

70

30

35

LFC指令
（50⇒60）

EDC指令
（40⇒50）



20アセスメントに関する課題（３／３）

◼ 一方、現行の需給調整市場においては、前述のようなペナルティリスク（ΔkW落札量が小さいことによりアセスメント
不適合となるリスク）を回避するため、調整力提供者によって最小約定希望量を登録することを認めている。

◼ このため、リソースの制御性等の観点からアセスメント許容範囲が狭くなることを許容できない場合は、応札と併せて
調整力提供者自身で最小約定希望量を登録のうえ、ペナルティリスクを回避することが基本と考えられるところ。

◼ これは言い換えると、最小約定希望量以下での応札ではペナルティリスクを回避することが困難であるとも言えるため、
現状のアセスメントが、最小約定希望量以下の応札の阻害要因になっている（それによって、薄く広く持ち下げた
うえでの一次・二次①の供出がなされない）といった課題だと考えられるところ。

出所）取引ガイド（全商品）第4版（2024年4月1日）
https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_240401.pdf

https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_240401.pdf
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22アセスメント緩和に関する論点

◼ 前章までの整理を踏まえると、複数リソースの持ち下げ供出に伴う課題（現状のアセスメントが、最小約定希望量
以下の応札の阻害要因になっている）に対する対応の方向性としては、アセスメントやペナルティの緩和が考えられる
ところ。

◼ この点、ペナルティの緩和については、過去アセスメントⅡに関する金銭的ペナルティを最大限緩和（ペナルティ強度
1.5倍⇒1.0倍）していること、ならびにアセスメントⅠに関する金銭的ペナルティや契約不履行ペナルティについては、
安定供給や一般送配電事業者に差損を発生させない等の観点から、これ以上の緩和は難しいと考えられるため、
まずはアセスメント自体の緩和について検討を進めることとしたい。

◼ アセスメント緩和に関する論点としては以下が考えられるところ、次頁以降で各論点の検討を進める。

No. 論点 詳細

1 アセスメント緩和の必要性 • アセスメントの緩和を実施する必要性はあるか

２ アセスメント緩和対象 • アセスメント緩和の対象を限定すべきか

３ アセスメント緩和方法 • アセスメントの何をどの程度緩和するか

４ 実務・システム影響
• 実務面・システム面への影響範囲はどこまでか
• 実現までにどの程度の期間が必要か

＜アセスメント緩和に関する論点＞



23論点１：アセスメント緩和の必要性

◼ アセスメント緩和は安定供給に影響を及ぼす可能性があることから、その必要性については慎重に検討を進めるべき
と考えられるところ。

◼ この点、前章の課題内容（以下）を踏まえると、現状のアセスメントが最小約定希望量以下の応札の阻害要因
になっていることにより、安定供給に欠かせない複数機能を持つリソースを有効に活用しきれていないとも考えられる
ところ。

➢ 同一リソースで同一の応動をした場合であっても、落札量が小さい場合アセスメント不適合となる可能性がある

➢ 上記を許容できない場合は、調整力提供者自身で最小約定希望量を登録のうえ、ペナルティリスクを回避

◼ 上記を言い換えれば、阻害要因を取り除く（アセスメントを緩和する）ことで、複数機能を持つリソースの有効活用
に繋がり、安定供給に資する可能性が高まることから、アセスメント緩和の具体的な内容について検討を進める必要
があると考えられるのではないか。

複数機能を持つリソースの応札

応札インセンティブ

系統目線（安定供給上）でのニーズ

小高

小 大

小 大

ペナルティリスク 小 高 複数機能を持つリソースを有効活用する観点から、
アセスメント緩和（ペナルティリスクの緩和）による
応札インセンティブの増加を検討すべきではないか

＜現行の制度設計におけるイメージ＞



24論点２：アセスメント緩和対象

◼ アセスメントの緩和を検討するにあたり、仮に対象リソースや商品等を限定せず、一律にアセスメント緩和を実施した
場合、安定供給に想定外の影響を与える可能性があるため、本課題を解消する目的と照らし合わせた上で、アセス
メントの緩和対象は慎重に精査し、限定する必要があると考えられるところ。

◼ この点、本課題の検討目的は、応動が速い商品（一次・二次①）への応札を促し、複数機能を持つリソースを
有効活用することのため、対象は一次あるいは二次①が含まれる商品を落札したリソースに限定※1することが適当。

◼ また、アセスメントを緩和すべき状況（領域）は、前章の課題内容を踏まえると、「最小約定希望量以下の応札と
なる状況」と考えられる一方、実際にはリソースの特性、運用状況等によってケースバイケースとも考えられる。

◼ この点、基本的にはアセスメント緩和領域を拡大すればするほど応札インセンティブは増加する一方、安定供給への
影響は大きくなると考えられることから、両者のバランスを勘案し、最小約定希望量以下の応札である可能性が高く、
また、アセスメント許容範囲内で応動することが難しいと考えられる定格の10%以下※2のΔkWで約定した状況
（アセスメント許容範囲が定格の1%未満となりうる状況）に限り、アセスメント緩和対象とする案が考えられる。

※2 火力リソース等は、概ね「GF幅5%、LFC幅10%」程度となっており、一次・二次①を供出するインセンティブを高める観点でも整合的と考えられる。
（なお、定格の存在しない電源（DR等）については、アセスメント緩和の対象外）

落札ΔkW

定格
100

出力[万kW]

70
60

【アセスメント緩和対象のイメージ（複合商品を落札した場合）】

90
落札ΔkW

落札ΔkW

緩和対象 緩和対象緩和対象外
定格
100

70
60

90

定格
100

65
60

90

出力[万kW] 出力[万kW]

三次①

二次①

一次

凡例

※1 なお、電源差替時のリソースを緩和対象とするか等については、システム改修への影響等を踏まえ今後検討。



25論点３：アセスメント緩和方法

※1 「一次あるいは二次①が含まれる最も落札量が大きい商品の落札量＋三次②落札量（同時落札している場合）」の合計落札量が定格の10%以下
※2 上記「」内の合計落札量が定格の10%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲
※3 上記「」内の合計落札量が定格の10-X%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲

◼ 次に、具体的なアセスメント緩和の方法について検討を行う。

◼ 前述の整理を踏まえ、最小約定希望量を下回る応札領域（応札インセンティブがほぼゼロと考えられる領域）の
インセンティブを高める観点から、X%を閾値として、アセスメント許容範囲を以下のとおり緩和する案が考えられる。

➢ 定格のX%～10%以下※1で落札した場合：定格の10%を落札した場合と同等の許容範囲※2とする

➢ 定格のX%以下※1で落札した場合：従来の許容範囲に、定格の10-X%を落札した場合と同等の許容
範囲※3を足し合わせた許容範囲（一定の下駄をはかせた許容範囲）とする
（ただし指令に対して故意に応動しない等が確認された場合、通常の金銭的ペナルティならびに契約不履行ペナルティを科す）

◼ なお、緩和対象および緩和方法案（閾値X%の決定含む）については、調整力提供者目線で十分なアセスメント
緩和の程度となっているかの分析や、安定供給への影響等の評価を踏まえて、引き続き検討を深めることとしたい。

落札量

＜アセスメント緩和前（イメージ）＞ ＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

アセスメント許容範囲

定格×

10% 20% 30% 100%

定格×

±10%

±3%

±2%

±1%

落札量

アセスメント許容範囲

定格×

10% 20% 30% 100%

定格×

±10%

±3%

±2%

±1%

応札インセンティブが
ほぼゼロと考えられる領域

今後検討

X%



26（参考） アセスメント許容範囲の緩和に係る安定供給への影響

◼ アセスメント許容範囲を緩和した後の安定供給への影響を確かめるため、仮に定格の10%以下での落札であっても、
全て定格の10%を落札した場合と同等のアセスメント許容範囲で評価するとした場合（前ページの閾値Xを0%と
した場合）、指令値からどの程度逸脱する可能性があるか確認を行った。

◼ 落札ケースとして以下の3ケースを想定したうえで、調整力確保量を全てのケースで同一とするため、ケース1は1個の
リソース、ケース2は2個のリソース、ケース3は10個のリソースが同じ条件で約定したと仮定する。

➢ ケース１（現行） ：定格（100）の10%（一次:10、二次①:10、三次①:10）落札した場合

➢ ケース２ ：定格（100）の5%（一次:5、二次①:5、三次①:5）落札した場合

➢ ケース３ ：定格（100）の1%（一次:1、二次①:1、三次①:1）落札した場合

◼ アセスメント許容範囲の緩和後は、全ケースにおいて、ケース1の許容範囲（指令値から±12）で評価されることと
なるため、ケース2において2リソースとも許容範囲上限で応動した場合、指令値から±24（＝±12×２）の差が
生じうる可能性があり、ケース3に至っては指令値から±120（＝±12×10）の差が生じうる可能性があるところ。

◼ 実際に、ケース3のような少量約定が大宗となることは考えにくいものの、安定供給への影響が軽微とは言えないことを
踏まえ、今後、応札インセンティブと安定供給への影響のバランスを考慮のうえ、適切な閾値Xについて検討を進める。

＜ケース１＞ ＜ケース２＞ ＜ケース３＞

許容
範囲
(24)

指令値 許容
範囲
(24)

指令値

許容
範囲
(24)

指令値

リソース①：ΔkW=10 リソース①：ΔkW=5

リソース②：ΔkW=5

許容
範囲
(24)

指令値

許容
範囲
(24)

指令値

リソース①：ΔkW=1

リソース⑩：ΔkW=1

・
・
・



27論点４：実務・システム影響

◼ 前述までの整理をまとめると、「一次あるいは二次①が含まれる商品を落札し、かつ定格の10%以下のΔkWを落札
した場合、アセスメント許容範囲を拡大」というものであり、これを実現するための運用フロー（案）は下図のとおり。

◼ 運用フローの中で、システム改修が必要と考えられる箇所は、約定リソースの中からアセスメント緩和対象リソースを
抽出し、アセスメント緩和する処理の箇所（下図の赤枠箇所）であり、システム改修期間としては、大宗の会社に
おいて2年程度が必要（最短で2026年度運開）といった状況※であった。

◼ この点、本課題については、本質的にはアセスメント緩和（ペナルティリスクの緩和）と金銭的インセンティブの増加、
両方の実現等によって初めて応札障壁が下がると考えられることを踏まえ、具体的なアセスメント緩和の内容や運用
開始時期等については、国および一般送配電事業者と連携の上、引き続き検討を進めることとする。

事業者 応札・約定時 応札・約定後

調整力
提供者

一般送配電
事業者

＜運用フロー（案）＞

アセスメント緩和を前提に定格×10%
以下での落札を許容できる場合※2、
最小約定希望量を許容可能な下限に
設定したうえで応札

定格の10%
以下で落札

約定リソースのうち、以下の条件を満たすリソースがあるか確認
・一次あるいは二次①が含まれる商品を落札
・定格の10%以下のΔkWを落札

対象リソースについてアセスメント許容範囲を拡大したうえで、
アセスメント

精算等の後続処理

アセスメントシステムの改修が必要

※2 電源のスペック等の制約により、
定格×10%以下の落札を許容できない場合は、
通常どおりの最小約定希望量を設定して応札

※1 システム改修案件が輻輳していること等により、現時点で正確なシステム改修期間のお示しは困難である点に留意。
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29まとめ

◼ 需給調整市場における応札障壁の一つである「複数ユニットの持ち下げ供出リスク」について技術的検討を行った。

◼ 調整力提供者のご意見ならびに現行の需給調整市場の制度を踏まえると、現状のアセスメントが最小約定希望量
以下の応札の阻害要因になっている（それによって、薄く広く持ち下げたうえでの一次・二次①の供出がなされない）
といった課題だと考えられるところ。

◼ 上記課題に対する対応の方向性として、応動が速い商品（一次・二次①）への応札を促し、複数機能を持つ
リソースを有効活用する観点から、以下のアセスメント緩和を実施することが一案と考えられるところ。

➢ アセスメント緩和対象

✓ 「一次あるいは二次①が含まれる商品を落札」 かつ 「定格の10%以下のΔkWで落札」

➢ アセスメント緩和方法

✓ 定格のX%～10%以下※1で落札した場合：定格の10%を落札した場合と同等の許容範囲※2とする

✓ 定格のX%以下※1で落札した場合：従来の許容範囲に、定格の10-X%を落札した場合と同等の許容
範囲※3を足し合わせた許容範囲（一定の下駄をはかせた許容範囲）とする

◼ なお、緩和対象および緩和方法案（閾値X%の決定含む）については、調整力提供者目線で十分なアセスメント
緩和の程度となっているかの分析や、安定供給への影響等の評価を踏まえて、引き続き検討を深めることとしたい。

◼ また、本課題については、システム改修に2年程度は必要であること、本質的にはアセスメント緩和と金銭的インセン
ティブの増加、両方の実現等によって初めて応札障壁が下がると考えられることも踏まえ、具体的なアセスメント緩和
内容や運用開始時期等については、国および一般送配電事業者と連携の上、引き続き検討を進めることとする。

（ただし指令に対して故意に応動しない等が確認された場合、通常の金銭的ペナルティならびに契約不履行ペナルティを科す）

※1 「一次あるいは二次①が含まれる最も落札量が大きい商品の落札量＋三次②落札量（同時落札している場合）」の合計落札量が定格の10%以下
※2 上記「」内の合計落札量が定格の10%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲
※3 上記「」内の合計落札量が定格の10-X%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲


